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社会福祉法人  まちのひ  

職員資格取得支援制度規程  

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人まちのひの職員が職務上必要と認められる資格取得お

よび研修等に要する費用の一部を助成することにより、自己啓発への取り組みを支

援し、職員の資質向上を図ることを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 この規程の対象者は、まちのひ就 業 規 則 の 適 用 範 囲 と な る 正 規 職 員 を 対 象

と す る 。  

 

（対象資格等） 

第３条 支援の対象となる資格等は、法令に基づく国家資格または公的な資格で、次の各

号に掲げるものとする。 

(1) 社会福祉士 

(2) 精神保健福祉士 

(3) 介護福祉士 

(4) 介護福祉士実務者研修 

(5) 介護職員初任者研修 

(6) 他理事長が職務遂行上特に必要と認める公的資格 

 

（支援の内容） 

第４条 前条の資格取得を目指す者および研修を受講する者に対する支援内容は以下のと

おりとする。 

(1) 社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士資格試験受験料に２分の１を乗じて

得た額（当該額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする）

を助成金として支給する。 

(2) 社 会 福 祉 士 、精 神 保 健 福 祉 士 国 家 試 験 を 受 験 す る た め に 必 要 な 一 般 養

成 施 設 、短 期 養 成 施 設 等 の 学 費 に ２分の１を乗じて得た額（当該額に１０

円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする）を助成金として支給

する。 

(3) 介 護 福 祉 士 実 務 者 研 修 受 講 に 要 す る 費 用 に ２ 分 の １ を 乗 じ て 得 た 額

(当該額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする )を 助

成 金 と し て 支 給 す る 。  

(4) 前 各 号 の 助 成 金 の 額 は ５ 万 円 を 限 度 と す る 。  

   (5) 介 護 職 員 初 任 者 研 修 受 講 に 要 す る 費 用 に つ い て は 全 額 を 法 人 が 負 担

す る 。ま た 、業 務 命 令 と し て 受 講 す る 場 合 等 に は 受 講 先 ま で の 交 通 費

に つ い て も 法 人 負 担 と す る 場 合 が あ る 。  
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（重複申請の禁止） 

第５条 前条に定める支援を受けるに当たり、本制度と類似する他の制度との重複申請は

できない。ただし、他の制度を利用して助成等を受ける際の助成額が５万円に満た

ない場合は、本規程により算定して得られる額との差額を申請することができる。 

 

 

（支援の適用範囲） 

第６条 受験料に係る助成を受けようとする職員は、同一の資格試験に要する費用につい

て、２回を限度として申請をすることができる。 

  ２ 前項の規定に係らず、理事長が必要と認めたときは２回を超えて支援の申請をす

ることができる。 

 

（申請手続き） 

第７条 本規程の支援を希望する職員は、「資格取得支援申請書」(様式1)に申請内容に応

じた次に掲げる書類を添えて、理事長に申請しなければならない。 

(1) 公 的 資 格 取 得 の た め の 受 験 料 領 収 書 の 写 し  

(2) 公 的 資 格 受 験 結 果 通 知 書 (合 格 ま た は 不 合 格 )の 写 し  

(3) 社 会 福 祉 士 国 家 試 験 を 受 験 す る た め の 一 般 養 成 施 設・短 期 養 成 施 設 等

の 学 費 の 領 収 書 の 写 し  

(4) 実 務 者 研 修 受 講 の 為 の 領 収 書 の 写 し  

(5) 介 護 職 員 初 任 者 研 修 受 講 先 の 受 講 料 振 込 案 内  

(6) 第 ５ 条 但 し 書 き の 規 定 に よ る 場 合 は 、助 成 額 を 証 明 す る 書 類 の 写 し な

ど  

(7) そ の 他 理 事 長 が 必 要 と 認 め る も の  

  ２  支 援 の 申 請 は 、 会 計 年 度 ご と に 同 一 件 名 に つ き 一 人 一 件 ま で と す る 。  

  ３  支 援 の 申 請 は 、各 種 費 用 の 納 付 日 か ら 1年 以 内 の 年 度 末 ま で と し 、期 間

経過後は申請できない。 

 

（支援の決定） 

第８条 理事長は、申請書の提出があった時は、第１条の目的に照らし、適否を決定し、

「資格取得支援結果通知書」(様式２)により申請者へ通知するものとする。 

 

（申請の取下げ）  

第９条 第 ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 を し た 者（ 決 定 を 受 け た 者 を 含 む ）が 当

該 申 請 を 取 り 下 げ よ う と す る 時 は 、速 や か に そ の 理 由 を 付 し て 理 事 長 に 申

し 出 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

  ２  前 項 の 規 定 に よ る 申 請 の 取 り 下 げ が あ っ た 時 は 、 当 該 申 請 は な か っ た

も の と み な す 。ま た 、支 援 の 決 定 後 に お い て 、当 該 取 り 下 げ が あ っ た 時 も

同 様 と す る 。  
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（支援決定の取消）  

第 10条  理 事 長 は 本 規 程 に 基 づ く 支 援 決 定 者 が 次 の 各 号 の 一 に 該 当 す る 場 合

は 、 助 成 金 の 全 部 又 は 一 部 を 取 消 、 又 は 返 還 さ せ る こ と が で き る 。  

(1) 偽 り そ の 他 不 正 な 手 段 に よ り 助 成 金 の 交 付 を 受 け た と き  

(2) 本 規 程 を 活 用 し て 助 成 金 の 支 給 を 受 け た 後 、１ 年 以 内 に 退 職 し た と き  

(3) 本 規 程 を 活 用 し て 一 般 養 成 施 設 ・ 短 期 養 成 施 設 等 に 入 学 し た の ち 、卒

業 で き な か っ た と き  

(4) 本 規 程 を 活 用 し て 実 務 者 研 修 を 受 講 し 、 研 修 を 修 了 し な か っ た と き  

(5) 第 ９ 条 の 規 定 に よ り 、 助 成 金 交 付 後 に 取 下 げ を し た と き  

(6) そ の 他 助 成 す る こ と が 不 適 当 と 認 め ら れ る 不 正 が あ っ た と き  

  ２  前 項 に 規 定 す る 助 成 金 の 返 還 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 理 事 長 が 別 に 定 め

る 。  

 

（受験結果等の報告）  

第 11条  本 規 程 に 基 づ き 、 第 ３ 条 に 規 定 す る 資 格 取 得 試 験 を 受 け た 者 は 、 合 否

発 表 後 速 や か に 受 験 結 果 を 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

  ２  本 規 程 に 基 づ き 介 護 職 員 初 任 者 研 修 、 実 務 者 研 修 の 受 講 を 修 了 し た 者

は 、 受 講 修 了 証 の 写 し を 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 

（実施規程）  

第 12条  こ の 規 程 に 定 め る も の の ほ か 、 実 施 に あ た っ て の 細 部 に つ い て の 必 要

な 事 項 は 法 人 理 事 長 が 別 に 定 め る 。  

 

 

 

 附 則  

１  こ の 規 程 は ２ ０ ２ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 


